









































（ 1 ）　史的展開については、Alfred Pikalo, Bernold Bendel, Grundstückverkehrs-
gesetz: Kommentar 1963, S. 2f., Ludwig Kramer, Die Verfassungsmäßigkeit des §9 
Abs.1 Nr.1─3 GRST VG, 1969, S.6─54, Christian Busse, Ein Jahrhundert land-














































（ 3 ）　Bekanntmachung über den Verkehr mit landwirtschaftlichen Grundstücken, 
15 März 1918, Reichsgesetzblatt 1918, S.123
（ 4 ）　Amtliche Begründung zur Grundstückverkehrsbekanntmachung vom 15. 3. 
1918, “Begründung zu der Bekanntmachung des Reichskanzlers über den Verkehr 
mit landwirtschaftlichen Grundstücken”, in: Busse （2019）注（ 1 ）, 所収 S.118





























































（ 6 ）　Busse, aaO., S.33
（ 7 ）　Feder Gottfried, Das Programm der N.S.D.A.P und seine weltanschaulichen 
Grundgedanken, 1932, S.6ff.



























（ 8 ）　Bekanntmachung über den Verkehr mit landwirtschaftlichen forstwirtschaft-
lichen Grundstücken （Grundstückverkehrsbekanntmachung vom 26. Januar 
1937）, RGBl. S.32
（ 9 ）　Karl Hopp, Neuregelung des Verkehrs mit land─ und forstwirtschaftlichen 
























































































































































































（17）　Bundesgesetzblatt Jahrgang 1961 Teil I Nr.58, S.1091































（19）　以上につき、Pikalo, a.a.O. （注 1 ）, S.15ff.





























（20）　Amtliche Begründung zum Grundstückverkehrsgesetz vom 28. 7. 1961, C.
（21）　以下の記述は、Mechthild Düssing, Jose Martinez, Agrarecht, 5. Auflage, S.473ff.
Joachim Netz, Grundstücksverkehrsgesetz, Praxiskommentar, 2 Auflage, 2014, 440 
ff., ders., 8 Auf. 2018に依拠している。
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（ 3）不許可事由











　同条第 2項は、第 1 項 1 号にいう不健全な分配について規定し、通常、
譲渡が農業構造改善のための措置と矛盾する場合に、これが認められると
している。
　同条第 3 項は、第 1 項 2 号の不経済な縮小や分割について規定し、通
常、相続協議や譲渡契約、その他の法律行為上の譲渡によって、
①　 自立的農業経営がその生存能力を喪失することになる場合、
②　 農業用地片が 1 ha 未満となる場合、







1 項 3 号の対価不均衡を理由に不許可とされてはならないことを規定して
いる。

































































（23）　Landwirtschaftsgesetz. Vom 5. September 1955, Bundesgesetzblatt Teil 1, 1955 
Nr.31 S.565
（24）　BVerfGE 21, 73ff., 1BvR169/63
（25）　Düssing, Martinez, a.a.O., S.499
（26）　以下の判例の紹介については、Düssing, Martinez, a.a.O. 473ff.














第 1 条 2 項、 4 項、
5 項の体系的解釈によりこれを定義づけている。これによれば農業者と
は、土地耕作に基づく計画的な植物栽培、またはこれと結合する動物飼育
を対象とする、経営者の活動を遂行する者のことである（BGH 26. 11. 2010─
BLw14/09）。ここでいう経営者 Unternehmer というのは、農業者老齢保











（27）　Düssing, Martinez, a.a.O., S.496. f.
（28）　Gesetz über die Altersversicherung der Landwirte, https://www.gesetze─im─
internet.de/alg/
（29）　Friederike Hofmeister, Steuerung des landwirtschaftlichen Grundstücksverkehrs. 
Nomos, 2019 S.70
（30）　Joachim Netz, Der Landwirt im Sinne des Grundstückverkehrsgesetz Recht 
der Landwirtschaft 2013, S.317
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じている者である（BGH 13. 12. 1991─BLw8/91）。利潤獲得の意図を持たず
に農業をしている趣味農業者も、農業者には入らない（BGH 29. 11. 2013─
BLw2/12）。


























提 起 も な さ れ て い る。Hagedorn/Jensen/Busse, Thema: “Inwieweit ist der leis-
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からの収益を通じてその生存基盤が改善されるかどうかという点である












































して認めてきたのは、協同組合（BGH 28. 4. 2006─BLw32/05）や、有限合
資会社（BGH 26. 11. 2010─BLw148/09）、株式会社といった資本会社や、人
的会社（OLG München 4. 8. 2011）である。農業者として認められる要件
は、経営の主要な範囲において農林業を営なんでいること、ならびに経営
責任者が、農業の専門的技能を持つものであり、かつしたがって自然人と









条 1 項 1 号の目的を達成するため、判例は、農地を購入しようとする農業
者が、経営の規模拡大のために農地を差し迫って必要としていなければな
（33）　本論文（上）早稲田法学94巻 4 号、2019年、267頁以下参照。
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らないという許可要件を要求する。取得の必要性が高いことが、経済的、
農業構造的観点から首肯される場合に、その必要は差し迫ったものと認め




















事例に即して判断せざるを得ない（BGH 6. 7. 1990─BLw8/88）。しかしここ
でも農業経営の機能発揮能力に関するパラメータが極めて多様なので、こ
れを確認することがまた困難である。法実務は結局これに関しては、利潤
の獲得といった指標を用いることになった（BGH 6. 7. 1990─BLw8/88）。
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7 ）農業者間の競合






















れる入植会社 Siedlungsunternehmen、土地会社 Landgesellschaft に、土
地の先買権を付与するものである。この先買権と農林地取引法の規制は連
動している。農林地取引法第 9 条 1 項による不許可自由が存在する場合、
許可官庁は、許可申請に対する決定をする前に契約を入植官庁に提示し、
入植官庁は地域の入植会社に契約を渡す（ライヒ入植法第 4 条 1 項、農林地
（34）　Reichssiedlungsgesetz von 11. 08. 1919 RGBl.1429






















2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
A 売却（件） 48.389 40.524 39.859 39.561 40.263 38.820 36.917 35.048 ─
B 審査（件） 635 801 912 924 907 837 844 884 805
B/A（％） 1,66 1,98 2,29 2,33 2,26 2,15 2,28 2,52 ─
C 先買権行使 179 241 244 225 204 194 207 203 216
C/B（％） 28,2 30,1 26,7 24,4 22,5 23,2 24,5 23,0 26,8
出典：BLG, Entwicklung und Tätigkeit der gemeinnützigen Landgesellschaften, 2019, S.17
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心が上昇していることがわかる。







（ 6）著しく不釣り合いな購入価格（第 9条 1項 3号）
　対価が地片の価値と著しく釣り合わない場合、不許可事由が発生する。
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（Martinez もこの立場に立つ）。
　連邦通常裁判所は、2014年に判例を変更し、第 9 条 1 項 3 号を独立の不


























































（36）　Düssing, Martinez, a.a.O., S.503
（37）　BVerfGE 21, 73ff., 1BvR169/63, Netz, Grundstücksverkehrsgesetz, Praxiskom-















当性を持つこと、②基本法第14条 1 項 2 文における所有権の内容規定であ
る農林地取引法は、完全に間違った目標設定をしており、法規制にとって
基準となるとされる公的利益・要請が、自由と所有権の制約を正当化する






























農林地取引法第 9 条 1 項 1 号は、憲法適合的秩序に属さないと主張するこ
とはできるので、憲法異議は可能であると判断し、実体的審査に入った。




















から農林地取引法第 9 条 1 項 1 号は憲法違反であるとする告訴は、正当化さ
れない。






　このように連邦憲法裁判所は、農林地取引法第 9 条 1 項 1 号の憲法適合
性を確認したものの、連邦通常裁判所の決定を、基本法第 2 条 1 項の基本
権（一般的人格権）を侵害するものとして破棄し、差し戻した。
























































4 4 4 4 4
居所を置いている場合
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、または経営上健全な中小の農業的土地財産の維持
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と創設に矛盾しない場合にのみ











（39）　EuGH, Urt. v.23. 09. 2003, Rs. C─452/01, Slg.2003, I─9743, この判決について
は、Harald Kraft,, Urteil des EuGH im Fall Ospelt ─ Auswirkungen auf den 
landwirtschaftlichen Grundverkehr, ecolex 2003, S.959ff. Gottfried Holzer, 






















































































（41）　Wolfgang Winkler, Gesetzliche Vorkaufsrechte an landwirtschaftlichen 
Grundstücken in der Gesetzgebung europäischer Länder, in: Hendler, Ibler, 
Martinz （Hrsg.） ≫Für Sicherheit, für Europa ≪　Festschrift für Volkmar Götz 
zum 70. Geburtstag, 2005, S.323ff.































（42）　Netz, 2. Auf. 2004, S.182












り農業構造上の条件は異なるので、農林地取引法は、第 2 条 3 項で譲渡許可
対象面積の下限規定を各州が定めることができる旨規定している。州は現に



















（46）　BGVBl. 2006 I S.2034
























































（47）　Düssing, Martinez, a.a.O., S.474ff.
（48）　前述本文320頁、注（37）

























（49）　Busse, a.a.O., S.65ff.、以下にに見る 2 州のほかに、メクレンブルク・フォア
ポメルン、ザクセン、ザクセン・アンハルト、バイエルン、ブランデンブルクの各
州で立法の動きがあった。
（50）　Niedersächsischer Landtag ─ 17. Wahlperiode Drucksache 17/8003 https://




















内に所有する面積が10ha 未満の場合を除く─の持分取得（ 1 号）、会社の
資産価値の90％以上が農業的利用地から形成されており、社員が農業者


































































Christian Meyer 氏を訪問し、聞き取り調査を実施したが、その際 Meyer 氏は、
現政権は法案を再び議会に提出する意図をもたない、という見方を示した。































































336　　早法 95 巻 3 号（2020）
ガードレールを蹴飛ばして暴走し、人間と自然との物質代謝関係を、敵対
的な関係として編成していることにある。こうした関係を媒介しているの
が私的所有権に他ならない。私的所有とは性格を異にする所有の在り方
を、農地という自然を対象として、ドイツも日本も歴史的に形作ってき
た。これは敵対的物質代謝関係を媒介する私的所有を、持続的な物質代謝
関係を媒介する新たな所有権に転換するうえで示唆的なものである
（55）
。この
視角から、引き続きドイツ、中国、日本におけるそれぞれの農地制度を、
現実の農業構造変動や土地市場政策との関係において総体として把握しつ
つ、相互に比較する作業を進めていきたい。
＊本稿は、平成30年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）基盤研究
（B）（一般）課題番号18H00793「農地の法的社会的管理システムの比較研
究」による研究成果の一部である。
（55）　楜澤能生「持続可能社会への転換期における新「所有権法の理論」日本法社会
学会編『法社会学』80号、2014年、104頁以下
